
NO 会計 款 項 目 施策 事務事業名 担当課
主要
施策
対象

うち多
額の
経費
対象

①事務事業の概要
②課題（目的に対する現状など）

26年度決
算額［千
円］

27年度決
算額［千
円］

総合評価
①評価の理由
②平成28年度に取組む改革・改善内容

28年度予
算額［千
円］

1 一般 3 1 1
111地域で支えあう
福祉社会の形成

社会福祉事務に要する経費 社会福祉課 ○ 　　

①地域福祉の中心的な役割を担う社会福祉協議会への活
動助成。被災者の適切な支援や福祉健康フェアの開催。社
会福祉法人に対する監査の実施。
②地域福祉を推進していく社会福祉協議会との連携が課
題。少子高齢化等の影響による福祉の担い手が不足。自然
災害等による被災者支援の増加。

70,736 51,259
6精査・検
証

①少子高齢化をはじめとした、本市の地域を取り巻く様々な
課題に向け、ボランティアの育成や相談支援等、地域福祉
活動の充実強化を図っていく必要があるため。
②市社会福祉協議会の効率・効果的運営を支援し、地域福
祉の推進を図る。実行委員を3名追加し、福祉健康フェアの
内容を充実していく。

51,664

2 一般 3 1 1
111地域で支えあう
福祉社会の形成

民生委員・児童委員に要する経費 社会福祉課 ○ 　　

①民生委員児童委員及び主任児童委員の調査、相談活動
を行うための活動費を補助する。
②ひとり暮らし高齢者や生活困窮者の増加、子育て支援の
拡充など多種多様な課題に対し、委員の負担が重くなってき
ており、民生委員児童委員及び主任児童委員へのフォロー
が課題。

6,332 6,325
6精査・検
証

①民生委員児童委員及び主任児童委員は、厚生労働大臣
による委嘱により法に定められた職務を遂行する必要があ
るため。
②平成28年12月の一斉改選に向けて、地区社会福祉協議
会や地区自治会とともになり手不足の解消に取り組んでい
く。

6,512

3 一般 3 1 1
111地域で支えあう
福祉社会の形成

地域福祉に要する経費 社会福祉課 　　

①誰もが住みやすい地域づくりや、安全で安心して暮らせる
まちづくりを目指して、地域福祉に関する各種事業を行う。
②地域の日頃の見守り活動や避難行動要支援者への支援
が課題。

3,976 2,023
6精査・検
証

①高齢化、核家族化などにより、地域のつながりの希薄化
が年々進んでおり、支えあいを充実させる必要があるため。
②地図情報と結びついた避難行動要支援者名簿を整備す
る。

7,308

4 一般 3 1 1
111地域で支えあう
福祉社会の形成

戦没者遺族等の援護に要する経費 社会福祉課 　　

①市戦没者追悼式の開催、特別弔慰金・給付金等の申請
経由事務（法定受託事務）、その他遺族の援護事務。
②戦没者遺族の高齢化が進み、国・県・市の追悼式への参
列が難しくなってきている。

557 557
6精査・検
証

①遺族の高齢化が進み、援護対象者は漸減してきている
が、戦没者の追悼、平和の大切さを啓発することは大事で
ある。
②戦没者等の遺族に対する特別弔慰金（第10回）の申請事
務を適切に処理する。

568

5 一般 3 1 1
115安心して暮らせ
る社会保障の充実

中国残留邦人等の支援に要する経費 社会福祉課 　　

①中国残留邦人等の置かれた特別な事情に鑑み、生活の
安定が図られるよう支援給付を決定し、その世帯の状況及
び必要に応じた給付を行う。
②支援給付対象者の高齢化により、きめ細かな支援が求め
られている。

13,738 10,949
6精査・検
証

①法定受託事務として実施。支援相談員の配置により相互
理解が深まり、円滑な事務遂行がなされているが、絶えず
事務を検証する必要がある。
②引き続き、支援給付対象者とその家族、支援相談員、
ケースワーカー、関係部署と十分に連携しながら適切な支
援を行う。

21,789

6 一般 3 1 1
115安心して暮らせ
る社会保障の充実

臨時福祉給付金に要する経費 社会福祉課 ○ 　　

①平成26年4月の消費税率の引上げによる影響を緩和する
ため、所得の低い方に対し、制度的な対応を行うまでの間の
暫定的・臨時的な措置として、臨時福祉給付金を支給する。
②平成28年5月から申請開始を予定しているため、対象者
への周知徹底を図る必要がある。

186,744 97,655
6精査・検
証

①市が実施主体となるため、より分かりやすい申請手続き
に努めるとともに、適切かつ迅速な給付が求められている
ため。
②5月に高齢者向け給付金、8月に障害・遺族年金受給者
向け給付金及び簡素な給付措置の支給を行う。

384,670

7 一般 3 1 1
115安心して暮らせ
る社会保障の充実

生活困窮者自立支援事業に要する経費 社会福祉課 　　

①生活保護に至る前段階の自立支援策の強化を図るため、
生活困窮者に対し、自立相談支援の実施、住居確保金の支
給その他の支援を行う。
②生活困窮者に対する相談窓口の周知と、関係機関との連
携体制及び庁内関係部署との連携体制の構築が課題。

1,408 3,851
6精査・検
証

①平成27年4月から義務付けられている事業であるため、
事業内容を十分検討して実施する必要がある。
②主任相談支援員（社会福祉士）の雇用と、生活困窮家庭
のこどもに対する学習支援事業、就労準備支援事業を行
う。

10,897

8 一般 3 1 1
111地域で支えあう
福祉社会の形成

バリアフリー化施設整備助成事業 社会福祉課 ○ ○

①視覚障がい者等の駅ホーム下への転落を防ぐため、内方
線付き点状ブロックの敷設を行う事業者に補助を行う。
②内方線付き点状ブロックの敷設は利用者1万人以上の駅
が対象となっているため、対象から漏れた駅が課題。

4,667 4,667
6精査・検
証

①内方線付き点状ブロックが未整備の駅（新京成電鉄くぬ
ぎ山駅）が残っているため。それ以外の駅については、全て
バリアフリー対応済みである。
②内方線付き点状ブロックの敷設が未だの駅について、鉄
道事業者に意向を確認する。

0

9 一般 3 1 2
111地域で支えあう
福祉社会の形成

総合福祉保健センターの管理に要する
経費

社会福祉課 　　

①総合福祉保健センターの維持管理、補修、主要設備の保
守点検等を行い、施設の安全面の確保を図る。
②H26年度に大規模改修を実施したが、設備等の経年劣化
により、長期的かつ計画的な設備の改修・更新が必要。

42,770 36,089
6精査・検
証

①公共施設の長寿命化に関する基本方針に基づき、施設
の延命化を図っていく必要があるため。
②H28年度は5階排煙機器の修繕、キュービクル内設備の
交換、１階健康増進課のレイアウト変更工事を行う。

46,287

鎌ケ谷市　事務事業評価表（簡易評価表）



NO 会計 款 項 目 施策 事務事業名 担当課
主要
施策
対象

うち多
額の
経費
対象

①事務事業の概要
②課題（目的に対する現状など）

26年度決
算額［千
円］

27年度決
算額［千
円］

総合評価
①評価の理由
②平成28年度に取組む改革・改善内容

28年度予
算額［千
円］

10 一般 3 3 1
115安心して暮らせ
る社会保障の充実

生活保護事務に要する経費 社会福祉課 　　

①生活保護システムの運用、医療レセプトの点検、生活保
護費支給に係る経理、生活保護面接相談員の雇用などの
生活保護実施事務を行う。
②経験年数が少ないことや業務内容の複雑化多様化によ
り、時間を要する業務が多いことが課題。

94,659 295,206
6精査・検
証

①法定受託事務であり、生活保護に係る事務の効率化・迅
速化、給付の適正化を図る必要があるため。
②複数職員と非常勤職員による事務分担や負担の軽減を
図り、生活保護事務が円滑に行えるようにする。

15,866

11 一般 3 3 2
115安心して暮らせ
る社会保障の充実

生活保護に要する経費 社会福祉課 ○ 　　

①生活に困窮する被保護者に対して最低限度の生活を保
障しつつ、被保護者の経済的、精神的自立を支援する。
②保護世帯の増減は景気に左右されるものであったが、近
年は高齢化の影響もあり、景気が上向きであっても増加傾
向にある。

2,171,416 2,244,850
6精査・検
証

①景気の動向により就労自立が見込める一方、高齢者世
帯の保護申請が高い割合の上に自立の見込みが低いた
め、今後も保護世帯の支援について検証を行う。
②平成27年4月より施行された生活困窮者自立支援制度と
生活保護制度と併せ、引き続き効果的な運用を図っていく。

2,347,516


